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資料１ 

自主的安全性向上・技術・人材ワーキンググループの設置について 

 

平成２６年８月 

資源エネルギー庁 

 

○東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ、エネルギー基本計

画（平成２６年４月閣議決定）では、原子力事業者を含む産業界

による自主的かつ不断に安全を追求する事業体制の確立や安全文

化の醸成、過酷事故対策を含めた軽水炉安全性向上に資する技術

や信頼性・効率性を高める技術等の開発、東京電力福島第一原子

力発電所や今後増える古い原子力発電所の廃炉を安全かつ円滑に

進めるための高いレベルの原子力技術・人材の維持・発展、周辺

国の原子力安全の向上に貢献できる原子力技術・人材の維持・発

展、資源の有効活用や放射性廃棄物の減容化・有害度低減等の観

点からの国際協力を含めた高速炉等研究開発、安全性の高度化に

貢献する原子力技術の研究開発の推進が必要であるとされた。 

 

○これらの課題に対応するためには、関係者間の役割分担を明確化

するとともに相互に認識し、我が国全体として重畳を廃して最適

な取組が進められることが必要である。 

 

○以上を踏まえ、総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

原子力小委員会の下に「自主的安全性向上・技術・人材ワーキン

ググループ」を設置する（「原子力の自主的安全性向上に関するワ

ーキンググループ」は廃止する）。特に当面は、喫緊の課題への対

応として、東京電力福島第一原子力発電所以外の廃炉を含めた軽

水炉の安全技術・人材の維持・発展に重点を置き、国、事業者、

メーカー、研究機関、学会等関係者間の役割が明確化された原子

力安全技術・人材に関するロードマップを作成し、これらを関係

者間で共有するとともに、原子力事業者を含めた産業界が行う自

主的安全性向上に係る取組を共有及び調整し、改善すべき内容の

取りまとめを行う。さらに、高速炉を含めた次世代炉の研究開発

の方向性を議論する。 


